
経営戦略会議付議事項書 

提出年月日：平成26年8月8日 

付議事項提出部局  市立伊勢総合病院事務部新病院建設推進課 

該当する審議事項 (3)重要な施策及び事業計画に関する事項 

件 

名 
新市立伊勢総合病院建設工事設計業務受託者選考の経緯について 

付 

議 

事 

項 

の 

概 

要 

 

○受託者選考委員会の役割、委員の選定 

 

○1次審査、2次審査、審査報告書の概要 

 

○基本計画に記述のない提案の取り扱い、発注者としての考え方 

 

 

審 

議 

の 

論 

点 

 

○これまで市議会へ説明してきた内容が整理されているか 

 

○新病院建設における既存建物活用案に対する考え方は妥当か。 

 

 

 

 

参 

考 

事 

項 

H26.4.3  設計プロポーザル発注公告 9社申込 

H26.5.8  設計業務受託者選考委員会 1次審査実施 4社合格 

H26.6.14 設計業務受託者選考委員会 2次審査（ヒアリング）実施 4社参加 

H26.6.16 選考結果通知 

H26.6.23 教育民生委員会 審査結果報告 

H26.6.30 6月議会 小山議員一般質問 プロポーザル審査結果について 

H26.7.4  教育民生委員会 審査結果再協議 

 

関係資料の有無（○をする） ○有  ・ 無 

 



経営戦略会議付議事項書 
 

提出年月日：平成２６年 ８月 ８日 
付議事項提出部局 健康福祉部 高齢・障がい福祉課 

該当する審議事項 経営戦略会議規程第２条の第３号 

件
名 

伊勢市認知症対応型共同生活介護事業 
おばたグループホームの事業見直しにかかる進捗状況と今後の方向性について 
 

付
議
事
項
の
概
要 

おばたグループホームについては、平成 26 年 3 月市議会定例会前の教育民生

委員協議会において、事業見直しについて報告し、廃止の方向で施設の入居者に

協力を求めてきたところであるが、当初の想定より早く他の施設に移転されるこ

ととなったため、現時点での状況を報告するものである。 

また、廃止後の施設については、介護保険の施設と比べ、障がい者支援の施設

が不足していることから、民間での障がい者共同生活支援施設(グループホーム)

として転用をし、譲渡先の法人に対して、事業継続を条件に、建物・設備につい

ては無償譲渡とし、土地については無償貸与としたい。 

 

審

議

の

論

点 

譲渡方法として、譲渡先の法人に対し、事業継続を条件に、建物・設備につい

ては無償譲渡とし、土地については無償貸与としてよろしいか。 

 
 

参

考

事

項 

 

関係資料の有無（○をする） ○有  ・ 無 

 



経営戦略会議付議事項書 

提出年月日：平成26年８月８日 

付議事項提出部局 総務部課税課 

該当する審議事項 （３）重要な施策及び事業計画に関する事項 

件 

名 

伊勢市市税条例において、固定資産税（償却資産）に係る課税標準の特例割合

を国の参酌基準と同割合で規定することについて 

付 

議 

事 

項 

の 

概 

要 

１ 課税標準の特例割合については、従来は地方税法で一定の割合が定められていた

が、平成24年度から、一部の対象については、法に定める範囲内において市町村の

裁量により条例で規定することができるようになった。（地域決定型地方税制特例

措置（通称「わがまち特例」）） 

２ 平成26年度の地方税法の改正により、わがまち特例の対象が５項目追加された。

いずれも固定資産税（償却資産）に係るもので対象等は次のとおり。 

※課税標準の特例は①、②は新規、③～⑤は対象を見直した上で現行制度の延長 

 対象資産 法で定める範囲 具体的対象資産 

① 浸水防止用設備 2/3を参酌し､1/2以上5/6以下 防水板、防水扉等 

② ノンフロン製品 3/4を参酌し､2/3以上5/6以下 Co2ｼｮｰｹｰｽ等 

③ 汚水又は廃液処理施設 1/3を参酌し､1/6以上1/2以下 油水分離装置､汚泥処理装

置等 

④ 大気汚染防止法の指定

物質排出抑制施設 

1/2を参酌し､1/3以上2/3以下 ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ溶剤を使用する

ﾄﾞﾗｲｸﾘｰﾆﾝｸﾞ機に係る活性

炭吸着回収装置 

⑤ 土壌汚染対策法の特定

有害物質排出抑制施設 

1/2を参酌し､1/3以上2/3以下 ﾌｯ素系溶剤を使用するﾄﾞﾗｲ

ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ機に係る活性炭吸

着回収装置 

※他県、他市町村にまたがる償却資産が対象となる場合の特例割合（大臣配分・知

事配分）は、参酌基準の割合が適用されるよう法において規定。 

３ 上記①については危機管理課等、②から⑤については環境課等と協議を行い検討

した結果、いずれも特例割合を増減させる特段の事情はないと判断し、参酌基準を

もって特例割合と規定する。 

審 

議 

の 

論 

点 

 

○特例割合を参酌基準と同割合で規定すること。 

参 

考 

事 

項 

（過去の実績、提出部局での審議経過・意見等） 

○地方交付税は、参酌基準の割合を基に算定される。 

○９月定例会に伊勢市市税条例の一部改正案を提出予定。 

関係資料の有無（○をする） 有 ・ 無 


